
期間合計

取組み又は効果等
効果額
（千円）

取組み又は効果等
効果額
（千円）

取組み又は効果等
効果額
（千円）

取組み又は効果等
効果額
（千円）

取組み又は効果等
効果額
（千円）

効果額
（千円）

1
税収の確保（収納率の向
上）

税務課

収納率：85.01%
・口座振替の推進（40.20%）
・滞納処分（差押）の実施（1386
件）
・熊本県との併任徴収の実施
・動産・不動産の公売実施

175,940

収納率：86.10%
・口座振替の推進（40.40%）
・滞納処分（差押）の実施（1301
件）
・熊本県との併任徴収の実施
・動産・不動産の公売実施

295,014

収納率：87.38%
・口座振替の推進（40.70%）
・滞納処分（差押）の実施（2518
件）
・熊本県との併任徴収の実施
・動産・不動産の公売実施

333,456

収納率：88.20%
・口座振替の推進（40.66%）
・滞納処分（差押）の実施（1925
件）
・熊本県との併任徴収の実施
・動産・不動産の公売実施

287,242

収納率：89.46%
・口座振替の推進（40.08%）
・滞納処分（差押）の実施（1672
件）
・熊本県との併任徴収の実施
・動産・不動産の公売実施

257,676 1,349,328

2
未利用市有財産の利活
用

管財課

売却（貸付）件数：2件
・未利用市有財産利活用計画の
策定
・売払いの実施（一般競争入札
等）

28,900

売却（貸付）件数：2件
・公有財産台帳の整備作業
・未利用市有財産利活用計画の
策定
・売払いの実施（一般競争入札
等）

14,220

売却（貸付）件数：（1）件
・公有財産台帳の整備作業
・未利用市有財産利活用計画の
策定
・民間への有償貸付の実施

904

売却（貸付）件数：1（1）件
・公有財産台帳の整備作業
・未利用市有財産利活用計画の
策定
・民間への有償貸付の実施（継
続）

1,848

売却（貸付）件数：1（1）件
・公有財産台帳の整備作業（完
了）
・未利用市有財産利活用計画の
策定
・民間への有償貸付の実施（継
続）

2,158 48,030

3 企業誘致の促進
商工政
策課

誘致件数：2件
・誘致活動の実施
・既存誘致企業へのアフターフォ
ロー
・㈱シェフコと進出協定締結（新
規雇用者約15名）
・㈲池端うずら園と立地協定締結
（新規雇用者約17名）

1,052

誘致件数：5件
・誘致活動の実施・既存誘致企
業へのアフターフォロー
・㈱五葉フーズと増設協定締結
・㈱理研テクノシステムと立地協
定締結
・㈱五葉及び㈱農業生産法人た
まな五葉倶楽部と立地協定締結
・ベストアメニティ㈱と立地協定締
結

3,792

誘致件数：0件
・誘致活動の実施（のべ39社）
・既存誘致企業へのアフターフォ
ロー

7,142

誘致件数：0件
・誘致活動の実施（のべ35社）
・既存誘致企業へのアフターフォ
ロー（設備投資やトラブル等の相
談などのべ117社）

25,772

誘致件数：0件
・誘致活動の実施（のべ11社）
・既存誘致企業へのアフターフォ
ロー（設備投資やトラブル等の相
談などのべ75社）

20,945 58,703

4 電子入札制度の導入
契約検
査課

・熊本県・市町村電子自治体共
同運営協議会と連絡調整を図り
導入時期を検討

－
・熊本県・市町村電子自治体共
同運営協議会と連絡調整を図り
導入時期を検討

－

・導入準備のためのシステム改
修
・熊本県電子入札共同利用シス
テム参加申請
・市内業者説明会
・関係例規の改正

－
・電子入札システムの運用開始
・工事及び工事関係業務委託全
面実施（事務負担の軽減）

－
・電子入札制度の継続実施

－ －

5
基幹業務システムのクラ
ウド化

情報管
理課

・自治体クラウドセミナー参加
・自治体クラウド先進地視察（4ヶ
所）

－

・基幹業務システム選定委員会
の開催
・現行システムを利用した自庁設
置方式での更新を決定（クラウド
化断念）

－ ・クラウドに関する動向把握 － ・クラウドに関する動向把握 － ・クラウドに関する動向把握 － －

6 財政の健全化 財政課

財政健全化の推進
・Ｈ23健全化判断比率（4指標）
・Ｈ23経営収支比率
・Ｈ23財政調整用基金残高の目
標達成

－

財政健全化の推進
・Ｈ24健全化判断比率（4指標）
・Ｈ24経営収支比率
・Ｈ24財政調整用基金残高の目
標達成

－

財政健全化の推進
・Ｈ25健全化判断比率（4指標）
・Ｈ25経営収支比率
・Ｈ25財政調整用基金残高の目
標達成

－

財政健全化の推進
・Ｈ26健全化判断比率（4指標）
・Ｈ26経営収支比率
・Ｈ26財政調整用基金残高の目
標達成

－

財政健全化の推進
・Ｈ27健全化判断比率（4指標）
・Ｈ27経営収支比率
・Ｈ76財政調整用基金残高の目
標達成

－ －

7
公共下水道事業の健全
化

上下水
道総務
課

・累積赤字の返還（196,900千
円、残額160,400千円）
・一般会計からの繰入金の減額
（旧玉名市分180,000千円Ｈ22新
市財政計画から）
・水洗化率の向上（87.85%未達
成）

30,715

・累積赤字の返還（160,400千
円、完済）
・一般会計からの繰入金の減額
（旧玉名市分230,000千円Ｈ22新
市財政計画から）
・水洗化率の向上（84.98%未達
成）

38,879

・一般会計からの繰入金の減額
（旧玉名市、岱明町分合算Ｈ25
⇒696,800千円、Ｈ26⇒553,409
千円、143,391千円の減額）
・水洗化率の向上（85.80%未達
成）

143,391

・一般会計からの繰入金の減額
（旧玉名市、岱明町分合算Ｈ26
⇒553,409千円、Ｈ27⇒442,136
千円、111,273千円の減額）
・水洗化率の向上（88.10%未達
成）

111,273

・一般会計からの繰入金は前年
度と同額（旧玉名市、岱明町分
合算Ｈ27⇒442,136千円、Ｈ28⇒
442,136千円）
・水洗化率の向上（89.61%目標達
成）

－ 324,258

8
農業集落排水事業の健
全化

上下水
道総務
課

・横島・天水の使用料統一
・公営企業会計適用のための資
産評価等準備
・加入促進（64.3%達成）

5,000

・公営企業会計適用のための資
産評価等準備・下水道審議会へ
報告
・横島地区機能強化真空弁改修
工事
・加入促進（64.7%未達成）

1,300
・横島地区機能強化事業
・加入促進（66.3%達成）

3,372

・横島地区機能強化事業
・経営戦略（財政計画見直し）の
作成
・加入促進（66.6%未達成）

203
・経営戦略（財政計画見直し）の
作成
・加入促進（67.3%未達成）

1,973 11,848

第２次行政改革大綱実行計画項目別取組内容及び効果額一覧表

③ 地方公
営企業等
の経営健
全化

H27年度

（１）　持続
可能な財
政運営体
制の構築

① 歳入の
確保

② 歳出の
削減

H28年度
基本施策

（大）
基本施策

（中）

H26年度
番
号

実　施　項　目 担当課

H24年度 H25年度
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第２次行政改革大綱実行計画項目別取組内容及び効果額一覧表
H27年度 H28年度

基本施策
（大）

基本施策
（中）

H26年度
番
号

実　施　項　目 担当課

H24年度 H25年度

9 定員管理の推進 総務課

・Ｈ25.4.1　544人
（前年比11人削減）
・第2次職員定員適正化計画の
推進
・任期付、再任用、社会人枠の
推進

94,754

・Ｈ26.4.1　531人
（前年比13人削減）
・第2次職員定員適正化計画の
推進
・任期付、再任用、社会人枠の
推進

154,427

・Ｈ27.4.1　517人
（前年比14人削減）
・第2次職員定員適正化計画の
推進
・任期付、再任用、社会人枠の
推進

144,542

・Ｈ28.4.1　502人
（前年比15人削減）
・第2次職員定員適正化計画の
推進
・任期付、再任用、社会人枠の
推進

188,943

・Ｈ29.4.1　513人
（前年比11人増員）
・任期付、再任用、社会人枠の
推進

28,720 611,386

10 人事評価制度の実施 総務課
・自己評価の実施
・1次、2次、評価者間協議・是正

－
・自己評価の実施
・1次、2次、評価者間協議・是正

－
・自己評価の実施
・1次、2次、評価者間協議・是正
・評価結果フィードバック

－
・自己評価の実施
・1次、2次、評価者間協議・是正
・評価結果フィードバック

－
・自己評価の実施
・1次、2次、評価者間協議・是正
・評価結果フィードバック

－ －

11 組織機構の改革
企画経
営課

・Ｈ24.10　支所移行に伴う事務
分掌及び公施設の所管調整
（10部38課85係）

－

・再編検討部署の所属長ヒアリン
グ
・所属長ヒアリング
・行革本部にて組織機構決定
（10部39課80係）

－

・再編検討部署の所属長ヒアリン
グ
・所属長ヒアリング
・行革本部にて組織機構決定
（10部39課74係）

－

・再編検討部署の所属長ヒアリン
グ
・所属長ヒアリング
・行革本部にて組織機構決定
（9部39課76係）

－

・再編検討部署の所属長ヒアリン
グ
・所属長ヒアリング
・行革本部にて組織機構決定
（9部40課79係）

－ －

12 地域協働の推進
企画経
営課

なし － なし －
・市民協働指針と自治基本条例
の補完性について協議

－
・自治基本条例の条文案の意見
交換

－
・自治基本条例の施行
・自治基本条例推進アクションプ
ランの策定

－ －

13 市民活動助成制度
企画経
営課

・玉名21の星事業実施 －

・玉名21の星事業実施
・新助成制度の調査、設計
・玉名市キラリかがやけ玉名づく
り応援事業補助金交付要綱制定

－
・玉名市キラリかがやけ玉名づく
り応援事業補助金実施
（活用団体数：23件　達成）

－
・玉名市キラリかがやけ玉名づく
り応援事業補助金実施
（活用団体数：14件　未達成）

－
・玉名市キラリかがやけ玉名づく
り応援事業補助金実施
（活用団体数：11件　未達成）

－ －

14 保育所の民営化
子育て
支援課

・梅林・鍋・第2保育所の民営化
・保育所民営化の推進
・第1回玉名市保育所民営化検
討委員会開催

47,276

・民営化検討委員会の開催
・民営化検討委員会から建議書
提出（Ｈ30までに3園の民営化ま
たは統廃合）

－

・玉名市子ども・子育て会議の開
催（6回）
・支援計画案のパブリックコメント
実施
・玉名市子ども・子育て支援計画
策定

－

・2園（滑石・睦合）民営化に伴
う、地域協議会への諮問、議会
へ説明
・保護者・地元説明会
・民営化アンケートの実施

－

・2園（滑石・睦合）の運営法人の
募集
・保育所条例の改正
・合同保育の実施（引き継ぎ）

－ 47,276

15
給食センター運営の効率
化

教育総
務課

・民間委託に向けた調査、検討・
準備

－
・給食センター所長会議
・給食センター運営委員会説明
・調理運搬等業務委託の公募

－
・岱明、天水給食センターの業務
委託開始
・学校給食運営委員会の開催

1,761
・中央、岱明、天水給食センター
の業務委託継続
・学校給食運営委員会の開催

1,761
・中央、岱明、天水給食センター
の業務委託継続
・学校給食運営委員会の開催

1,761 5,283

16 学校規模適正化
教育総
務課

・玉名市学校規模・配置適正化
基本計画（素案）説明会、意見交
換会実施
・基本計画決定
・玉陵中校区再編実施計画説明
会実施
・玉陵中校区新しい学校づくり委
員会の発足

－

玉陵中校区
・新しい学校づくり委員会・部会
の開催
・議会の見直し決議があり、玉陵
行政区（17ヶ所）意見交換会開催

－

玉陵中校区
・保護者、未就学児保護者説明
会及びアンケートの実施
・ＰＴＡ、個別学校区保護者説明
会開催
・議会学校再編予算可決
・建設関連測量設計等業務開始

－

玉陵中校区
・新しい学校づくり委員会会議再
開
・建設に伴う農振計画、開発行
為、農転等許可申請
・用地購入
・造成工事等開始

－

玉陵中校区
・新しい学校づくり委員会会議
・玉稜小学校校舎新築及び玉稜
中学校校舎改築工事開始
・玉稜小学校プール建設等工事
開始

天水中校区
・学校再編等準備説明会の開催

－ －

17
体育施設使用料の適正
化

生涯学
習課

・使用料改正案の協議 －
・教育委員会、都市計画課、財
政課協議

－
・利用者への実態調査
・使用料改正案見直し作業

－

・関係者説明会
・議会説明、提案否決
・部活動等減免等細部規則の修
正
・ＰＴＡ説明会開催
・議会可決

－ ・使用料見直しの実施（Ｈ28.4～） 150 150

18
行政情報の積極的公開と
共有化の推進

秘書課
・ホームページ職員研修会の開
催
・行政情報の積極的提供

－
・ホームページ職員研修会の開
催
・行政情報の積極的提供

－

・ホームページ職員研修会の開
催
・行政情報の積極的提供
・ホームページのリニューアル
・広報たまな発行回数の検討

－

・ホームページ職員研修会の開
催
・広報たまな月2⇒1回に変更実
施
・行政情報の積極的提供

－
・ホームページ職員研修会の開
催
・行政情報の積極的提供

－ －

19 窓口業務の見直し 企画経営課 ・窓口主管課等との協議 － 窓口主管課等との協議 －

・新庁舎完成（Ｈ27.1～）と併せて
ワンフロア化による窓口業務の
実施
・窓口主管課等との協議

－
・ワンフロア化による窓口業務の
継続実施

　－
・ワンフロア化による窓口業務の
継続実施

－ －

20 県からの権限移譲
企画経
営課

・県から市関係課への個別説明
・権限移譲意向調査
・議案上程
・県と市事務引き継ぎ（権限移譲
事務数：7件）

－

・第3次一括法説明会
・権限移譲意向調査
（権限移譲事務残数1件：0件未
達成）

－
・権限移譲意向調査
（権限移譲事務残数1件：0件未
達成）

－
・権限移譲意向調査
（権限移譲事務残数1件：0件未
達成）

－ ・取組なし － －

計画期間における
効果額の合計（千円）

2,456,262

（３）　適切
な行政
サービス
の提供

① 適切な
行政サー
ビスの実
施

② 行政
サービス
の向上

（２）　自主
性、自律性
の高い自
治体運営
の実施

① 職員の
人事評価
と定員管
理

② 協働の
推進
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